
～日本総合研究所主催：自治体向けセミナー～～日本総合研究所主催：自治体向けセミナー～

自治体：定員適正化支援プログラムのご紹介自治体：定員適正化支援プログラムのご紹介

依然厳しい財政状況の下、地方自治体は一層踏み込んだ実効性のある行政改革を迫られてい
ます。各団体で策定する集中改革プランにおいても、定員削減の具体的数値目標の設定が求め
られ、これを単に提示するだけではなく、その目標達成に向け、前例に捉われない組織改革、
業務再構築、人事制度改革、市場化テスト等の本格実施とともに、それに伴う職員の配置や異
動、研修、更にはアウトプレースメントを含めた具体策が求められています。

このような中、全国の自治体改革を先導してきた2人の気鋭コンサルタントが、数多くの経
験を基に、具体的な解決策を提示します。
また、外郭団体等の職員のアウトプレースメントに蓄積を有する株式会社パソナキャリアア
セットの伊井伸夫・就職支援本部長をゲストスピーカーにお迎えして、再就職支援の具体的方
策についても、お話します。
この機を逃さず、是非ともご参加下さい。

恐れ入りますがご回覧ください

受講料受講料

大阪会場大阪会場

東京会場東京会場

平成平成1919年年11月月2525日（木）日（木）１３：００受付開始１３：００受付開始 セミナー１３：３０～１７：００セミナー１３：３０～１７：００
四ツ橋四ツ橋//日本総合研究所日本総合研究所大阪本社第２ビル大阪本社第２ビル ２Ｆ会議室（裏の地図ご参照）２Ｆ会議室（裏の地図ご参照）

講講 師師

日本総合研究所日本総合研究所 研究事業本部研究事業本部 主任研究員主任研究員 村村 田田 丈丈 二二
（略歴）大手金融機関を経て日本総研入社。民間企業・自治体コンサルティング経験１８年。近（略歴）大手金融機関を経て日本総研入社。民間企業・自治体コンサルティング経験１８年。近
年は、全国各地で行政評価や業務改善支援を多数手掛けるとともに、外部評価委員や講師と年は、全国各地で行政評価や業務改善支援を多数手掛けるとともに、外部評価委員や講師と
しても活躍。しても活躍。

日本総合研究所日本総合研究所 研究事業本部研究事業本部 主任研究員主任研究員 山山 中中 俊俊 之之
（略歴）外務省を経て日本総研入社。自らの公務員経験を基に、行政の組織人事マネジメント改（略歴）外務省を経て日本総研入社。自らの公務員経験を基に、行政の組織人事マネジメント改
革に注力。近著「公務員人事の研究革に注力。近著「公務員人事の研究ーー非効率部門脱却の処方箋」（東洋経済新報社）。行革の非効率部門脱却の処方箋」（東洋経済新報社）。行革の
論客として、新聞、雑誌等でも幅広く活躍。論客として、新聞、雑誌等でも幅広く活躍。

無料無料 （裏面の受講申込書をＦＡＸでセミナー（裏面の受講申込書をＦＡＸでセミナー22日前までにお送りください）日前までにお送りください）

平成平成1919年年11月月2323日（火）日（火） １３：００受付開始１３：００受付開始 セミナー１３：３０～１７：００セミナー１３：３０～１７：００
半蔵門・麹町半蔵門・麹町//日本総合研究所日本総合研究所 東京本社１階（裏の地図ご参照）東京本社１階（裏の地図ご参照）

内容内容
■行政評価と業務分析手法を用いた定員適正化の進め方■行政評価と業務分析手法を用いた定員適正化の進め方

■自治体職員の配置転換やアウトプレースメントのあり方■自治体職員の配置転換やアウトプレースメントのあり方

■再就職支援の具体的方策■再就職支援の具体的方策

ゲストスピーカーゲストスピーカー 株式会社株式会社 パソナキャリアアセットパソナキャリアアセット 就職支援本部長就職支援本部長 伊井伸夫氏伊井伸夫氏
（略歴）外資系石油元売会社勤務の後、パソナキャリアアセットに入社。公的機関を含む多くの団体（略歴）外資系石油元売会社勤務の後、パソナキャリアアセットに入社。公的機関を含む多くの団体
の再就職支援を手がける。の再就職支援を手がける。



照会先照会先
株式会社日本総合研究所 研究事業本部
（大阪）ＴＥＬ：０６－６２４３－４６５０ 内容照会：山中俊之（yamanaka.toshiyuki@jri.co.jp) 申込照会：伊藤

東京：日本総研東京本社

東京都千代田区一番町16

TEL 03-3288-4330

大阪：日本総研大阪本社第２ビル

大阪市西区新町1-6-3
TEL. 06-6534-5111

㈱日本総合研究所
東京本社

㈱日本総合研究所
東京本社
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